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、
申請受付手続きなど
4 4 4 4 4 4 4 4 4
、その業務の一部は市町村の社会福祉協議会に委託され

































































































































































































































































































































2009年度 件　数 金額（万円） 2012年度 件　数 金額（万円）
債務整理 417 86,095 債務整理 240 44,044
生活資金 476 28,714 生活資金 643 46,947
計 893 114,809 計 883 90,991
 2010年度 件　数 金額（万円） 2013年度 件　数 金額（万円）
債務整理 468 90,975 債務整理 186 29,980
生活資金 682 44,043 生活資金 461 35,451






















































































































































2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度
貸 付 件 数 181件 210件 265件 246件 43件
貸　付　額 10,790万円 11,886万円 14,500万円 12,757万円 1,996万円





2009年度 2010年度 2011年度 2012年度　 2013年度
滞納生活費支援 　10％ 　10％ 　 9％ 　6.3％ 　2.3％
少額債務の返済 　12％ 　12％ 　 6％ 　5.9％ 　2.3％
生 活 自 立 支 援 　71％ 　74％ 　 79％  78.7％  83.7％













































件数 金額（万円） 件数 金額（万円） 件数 金額（万円）
2009年度 　 25 　3,632 　 43 　3,030 　　3 　 391
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2010年度 　 43 　4,611 　 91 　5,655 　　3 　 312
2011年度 　 34  10,615 　 49 　6,694 　　1 　 371
2012年度 　 31 　4,959 　 31 　2,692 　　0 　　 0

















































































































2013年度累計 2014年4月度 同年5月度 同年6月度 同年7月度 同年8月度
新規相談件数 432 49 56 69 64 49
貸付件数 186 43 21 23 17 26
 （債務整理資金） 101 28 11 9 4 14 
 （生活資金） 85 15 10 14 13 12 
貸付金額 18,367万円 4,755万円 2,326万円 1,645万円 839万円 1,660万円
 （債務整理資金） 13,387万円 3,618万円 1,636万円 1,122万円 183万円 1,294万円
 （生活資金） 4,980万円 1,137万円  690万円 523万円 656万円 366万円
同年9月度 同年10月度 同年11月度 同年12月度 2015年1月度
新規相談件数 　　　55 　　　34 45 33 25
貸付件数 　　　18 　　　9 13 13 4
 （債務整理資金） 　　　11 　　　6 4 10 2
 （生活資金） 　　　7 　　　3 9 3 2
貸付金額 1,695万円 683万円 847万円 1,271万円  285万円
 （債務整理資金） 1,300万円 637万円 368万円 1,136万円 203万円












































































































































































































連帯保証人 要 要 要
論　　説
180 金沢法学59巻１号（2016）
　　みやぎ生協 生活クラブ千葉
貸付開始時 2013年 2015年4月
貸付原資
組合員の出資金および
組合債の発行
組合債の発行
融資件数と
融資額
186件、18,367万円
（2013年度）
貸付事業開始直後ゆ
え、実績を掲げ得ない。
貸付限度額
300万円（貸付は殆ど1
回）
300万円（累積貸付額）
貸付金利 9％ 9％
連帯保証人
の要否
不要。そのかわり、「家
計管理人」が必要。
不要。そのかわり、「生
活伴走人」が必要。
　出典は、各生協等から提供を受けた資料ならびにヒアリングの結果である。な
お、表の体裁は、重川純子「生協における多重債務者・生活困窮者への相談・貸
付事業の現状と課題」生協研究434号6頁（2012年）を参考とした。
　２　本稿の目的は、冒頭に示した通り、国内の生協等の取り組みの実情を
俯瞰的にまとめることであった。しかし、本稿の叙述内容には―各生協等の
事情が関係しており、やむを得なかった面があるとはいえ―数値を掲げた表
の内容や調査事項、調査時点などにつき、不統一な点がある、などの難点が
あり、このことは筆者も自覚するところである。また、本論文は訪問調査で
の関係者からのヒアリングに負う部分が少なくないが、聞き間違いや不十分
な理解に基づく、問題点が含まれているおそれがあろう。どうか、大方のご
教示・ご指摘をいただきたい。以上をもって、本稿を締めくくることにしたい。
　　　　　　　　　　
（注1）　 （株）日本情報信用機構のウエブサイト（http://www.jicc.co.jp）に掲載されている
データによる。
（注2）　 厚生労働省のウエブサイト（http://www.mhlw.go.jp）中の、「生活困窮者自立支援
法の円滑な実施に向けて」（2014年6月）という項目で紹介されている「なぜ生活困窮
者自立支援制度が必要か」とのタイトルの解説文中のデータに依拠した。
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（注3）　 本稿と密接に関連する、多重債務改善プログラムに関わるトピックは、これによ
り生協法施行規則が見直され、生協が多重債務者への貸付を行う場合、いわゆる総量
規制の例外措置が認められたことである（例えば、現行の同施行規則51条9項7号がこ
の例外措置を表わしている）。
（注4）　 金融庁は、2007年12月4日、仙台市にて、「多重債務者向け相談窓口の整備に向け
て」と題するシンポジウムを開催した。本文に挙げた課題は、同シンポジウムの資料
である、「秋田県における多重債務の現状と課題」の中に見出される。なお、同資料は、
http://www.fsa.go.jp/policy/kashikin/sendai/02.pdf　から閲覧できる。
（注5）　 以下の叙述は、「生活福祉資金貸付制度と他の低所得政策」岩杉正美ほか編著『公
的扶助論（第２版）』（ミネルヴァ書房、2013年）178頁以下［鳥山まどか執筆］、およ
び、生活福祉資金貸付制度研究会編『生活福祉資金の手引き（平成26年度版）』（筒井
書房、2014年）21頁～26頁、56頁以下、成清美治監修・高間満＝遠藤洋二編著『新・
低所得者に対する支援と生活保護制度』（学文社、2014年）90頁以下［武田英樹執筆］、
に負うところが多い。
（注6）　 この点を解説する論文として、例えば、佐藤順子「生活福祉資金貸付制度の改正
が意味するもの（副題略）」佛教大学社会福祉学部論集8号（2012年3月）57～58頁が
挙げられる。
（注7）　 例えば、後述の2009年の改正前には、更正資金（具体例として、低所得世帯に属
する者が生業を営むための経費）、福祉資金（具体例としては、低所得世帯の冠婚葬
祭に必要な経費や日常生活上一時的に必要な経費）、修学資金、療養・介護のための
資金、緊急小口資金（緊急かつ一時的に生計の維持等が困難になった場合に融資する
少額資金）、その他、計10種類の資金が貸付けられていた。
（注8）　 鳥山助教による前掲（注5）の論稿181頁に、2009年改正後の生活福祉資金の全種
類と貸付け条件が一覧表（表6-1）にまとめられている。本稿本文ではその詳細な説
明を割愛したが、結局、改正によって、かつては10種類に分かれていた生活福祉資金
が、「総合支援資金」、「福祉資金」、「教育支援資金」、「不動産担保型生活資金」の4種
類に統合・再編された。
（注9）　 この通知については、前掲（注5）の『生活福祉資金の手引き』56頁参照。
（注10）　ここに挙げた数字は、国立社会保障・人口問題研究所のウエブサイトで公表され
ている「社会保障統計年報データ（表263）」（2016年3月更新）による。
　　そのURLは、http://www.ipss.go.jp/ssj-db/ssj-db-top.aspである。
（注11）　本文で示した具体例に基づく手続きの流れは、筆者の居住する金沢市の、社会福
祉法人・金沢市社会福祉協議会における同貸付制度の関係者のうち、相談担当の総括
的地位にある方へのヒアリング（2015年4月初旬実施）を基礎として、筆者がまとめ
たものである（なお、筆者の質問にお答えくださった方の真摯な応接ぶりは、研究の
大きな励みとなった。改めて感謝申し上げる）。
（注12）　以下の記述は、前田佳宏「生活福祉資金貸付制度に関する課題と展望」福岡県社
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会福祉会研究誌7号11頁以下（2014年）、および、前記（注11）のヒアリング内容に負
うところが多い。特に、制度の構造に関しては、上記ヒアリング結果に依拠するとこ
ろ大であることをお断りしておく。
（注13）　相談体制の問題点に関しては、前田・前記（注12）論文の11頁、14～16頁を参照
されたい。また、これら頁には、上記問題点に言及している諸文献が引用されている。
（注14） 前記（注10）で示したデータによれば、「生活福祉資金貸付」の①総件数と②貸付
額の総額については、次のような変化が見られる。すなわち、①に関しては、例えば、
2011年度は約119,000件であったところ、2013年度は、約33,000件にとどまっている。
②に関しては、2011年度実績が約364億8000万円であったのに対し、2013年度には、
約167億8000万円へと減少している。
（注15）　以上の叙述は、2015年12月上旬に行った、金沢市社会福祉協議会の貸付相談担当
者の方々への再度のヒアリングに多くを負っている。
（注16）　まず、同法の位置づけについて、やや「古い」文献であるが、広岡真生「『貧困』
へのアプローチ・現場からの実態報告」法律のひろば2014年7月号32頁は、社会保険・
労働保険を第１のセーフティネット、生活保護を第３のセーフティネット、そしてこ
の「生活困窮者自立支援法」を、その中間に位置する第２のセーフティネットと位置
づける。次に、肝心の「生活困窮者自立支援法」の内容に関しては、中央法規出版編
集部編『改正生活保護法・生活困窮者自立支援法のポイント』（中央法規、2014年）
が有用である。また、同法の課題に論及する論文として、舟木浩「生活困窮者自立支
援法の意義と問題点」自由と正義2014年5月号26頁以下、黒田有志弥「生活困窮者に
対する支援の現状と課題（副題略）」論究ジュリスト2014年秋号（2014年11月）65頁
以下が見出される。
（注17）参考までに、厚生労働省が発表した、2015年4月1日時点での、同法の実施状況に
ふれておこう。同省は、都道府県と福祉事務所がある市区町村の計901自治体を対象
に調査したところ、任意事業を１つも実施していない自治体は408あり、他方、事業
別の、実施を行っている自治体数については、「子どもの学習支援」に関しては300、
「就労支援」に関しては253、「一時生活支援」は172、そして、後述するように重要性
の高い「家計相談支援」に関しては、205自治体が存在する、と公表した（以上は、
東京新聞2015年7月3日朝刊12版6面の報ずるところである）。ところで、後述する、筆
者が行ったパーソナルファイナンス学会全国大会における個別研究報告後の、研究補
充のための訪問調査によれば、筆者の地元金沢市では、金沢市社会福祉協議会が「金
沢自立生活サポートセンター」を設置し、同センターにおいて生活困窮者への相談に
応じており、先に紹介した「家計相談支援」は、前述の生活福祉資金貸付の相談の中
で行っている、とのことであった。
（注18）　重川純子「生協における多重債務者・生活困窮者への相談・貸付事業の現状と課
題」生活協同組合研究（本稿では、以下、この雑誌を「生協研究」と略称する）434
号5頁以下（2012年）、および、（株）日本総合研究所「我が国におけるマイクロファ
わが国の生活協同組合等による、多重債務者問題への対処と個人向け貸付事業について
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イナンス制度構築の可能性及び実践の在り方に関する調査・研究事業」1頁（特に72
頁以下）（2013年）、の両論文とも、家計再建支援のための貸付事業を行っている生協
として、後掲の信用生協とグリーンコープのみに論及しているにすぎない。なお、上
記の日本総研の論文はウェブ上に公開されている。そのURLは、https://www.jri.co.jp/
ﬁle/column/study/pdf/6809.pdfである。
（注19）　行岡みち子「グリーンコープの生活再生相談室から見える生活困窮者自立支援
法」月刊自治研654号40頁以下（2014年）。行岡氏は、前述の「生活困窮者自立支援法」
で任意事業とされている、家計相談支援事業の重要性を強調する（同論文44頁～45
頁）。また、同旨は既に、横沢善夫「生活協同組合等の取組みと多重債務問題の解決策」
191頁［（大森泰人ほか著『クレジットカウンセリングの新潮流』（金融財政事情研究会、
2010年）所収］が説いている。
（注20）　この点につき、信用生協の現理事長である横沢善夫氏（前掲（注19）の2つ目の
論文執筆者）が、筆者の訪問調査時における同氏へのインタビュウの折に、「この事
業は『社会福祉』と個人向け少額金融とのfusionである」旨を述べていたことから、
強い示唆を受けた。
（注21）　本節については、訪問調査により知り得た点が多い（特に、八重畑努常勤理事か
ら頂戴したご高配に深謝したい）。また、既に発表されている以下の論文にも多くを
教えられている。すなわち、上田正「生協の貸付事業と岩手信用生協の取り組み」生
協研究388号19頁以下（2008年）、同「地域の中の多重債務者・生活困窮者の状況と
信用生協の生活再建支援の取り組み」生協運営資料257号44頁以下（2011年）、同「相
談・貸付事業の新たな展開と被災者支援」生協研究434号29頁以下（2012年）、横沢善
夫「（注19）に掲記の論文」179頁以下など。また、同生協のホームページには、現行
の貸付制度の概要がわかりやすく掲載されている。
（注22）　この集団名義貸し詐欺事件と被害者の救済のため、信用生協（当時は岩手県消費
者信用生協）がどのような役割を果たしたか、については、上田正「生協制度による
相談・貸付事業」生協研究420号42～43頁（2011年）がきわめて要領よく紹介してい
るので、参照されたい。
（注23）　消費生活協同組合法施行規則51条1項の第12号、13号により、相互扶助という目
的から、生協が行う貸付の金利は年12％以内と定められている。
（注24）　いわて生活者サポートセンターの活動内容の全体像は、同センターのホームペー
ジ（URLはhttp://www.iwate-ssc.com）を参照されたい。
（注25）　本節では、まず第1に、次の文献から多くの情報を得ている。すなわち、行岡み
ち子「グリーンコープ生活再生相談室の取り組み報告」生協研究388号32頁以下（2008
年）、同「グリーンコープの生活再生事業」210頁以下（（前注19）の『クレジットカ
ウンセリングの新潮流』所収）、同「グリーンコープの生活再生相談室から見える生
活困窮者自立支援法」（前掲（注19））41～42頁。この他、堤圭史郎「多重債務を経験
した世帯への生活再生貸付支援」貧困研究9号116頁以下（2012年）も有益であり、堤
論　　説
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教授はこの他に、グリーンコープの生活再生相談室に関する複数の貴重な研究成果を
公表されている。第2として、訪問調査時に提供を受けたグリーンコープ生協ふくお
かの生活再生相談室が作成した資料がわかりやすいものであり、貸付実績を知る基礎
資料となった（ヒアリングの際には、相談室長の宮﨑正義氏より、これら資料につき、
たいへんご懇切な説明を受け、感銘を覚えた）。
（注26）　本節の内容は、横沢善夫「改正貸金業と東京都における生活再生支援事業」生協
研究388号28頁以下（2008年）、同「（注19）に掲記の論文」188頁以下に多くを負って
いる。また、生活サポート基金のホームページからの情報、同基金への訪問に基づく
ヒアリング（病身を押して応対いただいた藤田愛子代表理事や常に的確なご回答をさ
れた久保田修三常勤理事のご親切は忘れがたい）によって得た知識、同基金のパンフ
レット上の記載などにも依拠している。
（注27）　本節での叙述内容は、小澤義春「誰もが安心して暮らせる“みやぎ”をめざして
（副題略）」生協研究460号31頁以下（2014年）および同生協への訪問調査時において、
上記の小澤氏との面談から知り得た情報と提供いただいた、実に行き届いた資料に負
うところが多い（なお、小澤氏の穏やかな人柄と、他面の鋭い洞察力には感嘆するば
かりであった）。
（注28）　もっとも、同生協の定款上には、連帯保証人を付することが形式的に明示されて
いるが、このような記載は実質的に意味を有さない、という取扱いがなされている。
ちなみに、後出の、生活クラブ千葉の定款にも、同様の記載はあるが、後述の通り、
この記載は有名無実化し、「生活伴走人」に代替されている。
（注29）　2013年の厚生労働省生協業務室通知に基づく。
（注30）　以下の叙述は、「生活クラブ千葉」の「くらしと家計の相談室」への訪問調査によ
って、日本生協連合会の生活相談・貸付事業アドバイザーである、上田正氏および上
記相談室の庄妙子室長からの各種説明や提供いただいた貸付事業等に関する資料に多
くを負っている（上田、庄、両氏から賜ったご配慮は、筆者の心に深く刻印されている）。
（注31）　ここに述べたことは、グリーンコープ生協ふくおか生活再生相談室長である、前
出の宮﨑氏の正鵠を得たご教示に依拠するものである。
（注32）　しかし、サポート基金では、保証人が弁済したケースがあったとのことである。
もっとも、それも、貸付件数の数％にも満たない、との追加説明を受けた。
（注33）　前掲（注30）の上田氏から聴取したことである。
（付記）本論文は、2014年度のパーソナルファイナンス学会から給付された
研究助成金に基づいてなされた研究の、成果の一部である。
